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平成２１年５月２９日 

中央三井アセット信託銀行株式会社 

年金コンサルティング部 
 
 

◆ 「厚生年金基金等の財政運営についての弾力化措置（案）」 

について（意見募集） ◆ 

 

平成２１年５月２９日付で「厚生年金基金等の財政運営についての弾力化措置（案）」が公

表され、この案に対して、厚生労働省が広く国民の意見や情報（パブリックコメント）の

提出を受け付けることとなりました。 

（厚生労働省のウェブサイト『パブリックコメント』に掲載されております。） 

意見等の提出は平成２１年６月３０日までとなっており、意見締切後、意見等を検討し、

通知が公布される予定となっております。 

 

【目的】 

厚生年金基金等の平成２０年度決算における運用結果の悪化を踏まえ、財政運営の弾力化措

置等を講じるもの。 

 

【弾力化措置（案）】 

１．掛金対応の猶予（厚生年金基金・確定給付企業年金） 

２．継続基準抵触時の掛金引上げ（厚生年金基金・確定給付企業年金） 

３．最低責任準備金の算定に用いる利率の見直し（厚生年金基金） 

 

概要は、別紙のとおり。 

 

 

 

  

                 年金情報  

中央三井アセットの 

厚生年金基金

確定給付企業年金

確定拠出年金

適格退職年金

公的年金

その他
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「厚生年金基金等の財政運営についての弾力化措置（案）」について 

（概要） 
 
１．掛金対応の猶予 

 
（１）内容 

 次の①、②に該当する厚生年金基金（以下、「厚年基金」という。）及び確定給付

企業年金（以下、「ＤＢ」という。）は、財政運営基準に基づく通常の掛金変更を行

うことが困難な場合には、所定の手続きをとることにより、掛金引上げの規約変更

を最長平成２４年３月３１日まで猶予することができる。 

ただし、厚年基金の免除保険料率変更に伴う規約変更は対象外。また、引上げる

必要のある掛金の一部のみ猶予することも可能。 
 
① 平成２０年度決算に基づく財政検証の結果、掛金の引上げが必要となる場合 

② 定例の財政再計算、合併、分割、加入員数の大幅変動等の事由に基づく財政計

算の結果、掛金の引上げ＊が必要となる場合 

     ＊平成２２年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に適用するもの 

 

（２）掛金引き上げ猶予に必要な手続き 

①厚年基金 

・ 長期運営計画＊を、平成２２年３月３１日までに地方厚生局に報告すること。 

＊ 長期運営計画は、基金の財政状況等を分析し、今後の事業運営や構造改革の

方針等を真摯に検討して、それらを盛り込んだものとして厚年基金が策定す

ること。 

・ 財政検証に基づき実施した財政計算の報告書を長期運営計画に添付すること。 

 

②ＤＢ 

・ 昨今の経済情勢の悪化に伴い、実施事業所の経営状況が悪化したことにより、

事業主が掛金を拠出することが困難であり、掛金引き上げを遅らせる旨を平成

２２年３月３１日までに地方厚生局に報告すること。 

・ 財政検証に基づき実施した財政計算の報告書のコピーを添付すること。 
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２．継続基準抵触時の掛金引上げ（下方回廊方式） 

 

厚年基金及びＤＢが継続基準に抵触して財政計算を行う場合には、不足金を全て

解消することとなっているが、解消すべき不足金は許容繰越不足金を上回る部分の

みとすることができる。 
 
① 平成２１年３月３１日から平成２４年３月３１日までを事業年度末とする

決算に基づく財政検証の結果、財政計算を行う場合の時限措置 

② 厚年基金の財政再計算及びＤＢにおけるＤＢ法第５８条第１項に規定され

る財政再計算（定例の財政再計算）時には、不足金の全額解消が必要 

  

 
[現行の取扱い] 財政計算後のＢＳイメージ

[今回の弾力化措置] 財政計算後のＢＳイメージ

※繰越不足金
=許容繰越不足金

     相当額

繰越不足金

給付債務

年金資産

特別掛金
収入現価 給付債務

年金資産

特別掛金
収入現価

繰越不足金

給付債務

年金資産

特別掛金
収入現価

給付債務

年金資産

特別掛金
収入現価

許容繰越
不足金

繰越不足金
（※）

 
（注）ＤＢでは、上図における「給付債務」を「数理債務」と読み替えてください。 
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３．厚年基金の最低責任準備金の算定に用いる利率の見直し（期ズレの解消） 

 

・ 継続基準において、次の①、②の金額の差額を調整金額として決算上に計上し、

掛金計算においては現行基準の最低責任準備金と調整金額を用いることとする。 

・ 現行の最低責任準備金の定義及び非継続基準における取扱いは変更しない。 

・ 全基金一律、かつ運用環境の良し悪しに関わらず一律に適用する。 

・ 調整金額の計上は平成２１年度決算からとするが、平成２０年度財政検証に基づ

く財政計算は上記の取扱いとする。 

 

① 現行の計算方法における当該年度末決算時点の最低責任準備金 

② 平成１１年１０月から当該年度末までの最低責任準備金の付利利率について、現

行の適用期間を１年９ヶ月前倒して算出した額 

 上記の②の額を計算するために用いる当該事業年度分の付利利率は、当該事業年

度末の翌事業年度８月上旬に公表される厚年本体の決算報告書における時価ベース

の実績利回りを用いることとする。 

⇒財政決算結果の確定が従来より遅れるため、代議員会の日程等にも注意 

［調整金のイメージ］

【平成11年9月末】 【財政決算】

現
行
方
式

期
ズ
レ
な
し

最低責任
準備金

①
最低責任
準備金

最低責任
準備金

②
期ズレを
解消し算
出した額

１年9ヶ月前倒した
付利利率を適用

①
最低責任
準備金

②
期ズレを
解消し算
出した額

調整金

①と②の差額を
「調整金」として計上

①現行方式の最低責任準備金
②期ズレなしで算出した額
(付利利率を１年9ヶ月前倒し適用) 

 

以上 

 


